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研究成果の概要（和文）：韓国では1999年から2002 年の３年間で，全国1759 館の「住民自治センター」の内，約９割
をコンバージョンによって一斉に整備している。本研究では，韓国の行政階層にあたる広域自治体の「特別市」，「広
域市」，「道」のそれぞれから調査事例を抽出し，地域特性の違いと整備手法の関係性について比較した。さらに，11
8事例について，設置から約15年後までの施設更新の変遷をたどり，施設更新プロセスの地域的差異とその更新要因に
ついて明らかとした。その結果から，日本の公共施設整備に対する施設更新の選択手段として，人口密度の違い，経済
状況，行政区画変更，特区などの地域特性によって６つの方法を示した。

研究成果の概要（英文）：In Korea, over the three years from 1999 to 2002, about 90% of 1,759 ‘community 
centers’ all over the country was simultaneously equipped by conversion. This study extracted research 
examples from each of “the Special city”, “the Metropolitan cities”, and “the Cities” of the 
regional council, which is the administration division in Korea and investigated how the differences 
among the regional traits influence each way of the maintenance. Furthermore, it traced with 118 cases of 
the community centers the conversion of the way the community centers have been renewed for 15 years, and 
revealed how different the processes and the factors are in each region. From the results, it showed the 
six possibilities of the way Japan should renew the community centers in the future in terms of the 
differences of the population density, the economic situation, the administrative district　change, and 
the regional traits.

研究分野：建築計画

キーワード： 自治センター　コンバージョン　公共施設再編　転用　ストック空間　コミュニティ施設　韓国　複合
化
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１．研究開始当初の背景
 既存施設のストック活用に関して体系的
に行った研究としては，
による「地域時用の変化に伴う公共建築の用
途変更に関する建築計画学的研究」（学位論
文）があるが，ここでは平面変化の構造を明
らかにし合理的な平面計画の考え方を示す
に留まっている。また，広田らによる「公的
ストック空間の活用実態にみる空間資源の
循環要件」（日本建築学会技術報告集，第
号，pp.725
物種別による公共ストック量と転用建物種
別の傾向を示すに留まっている。
 日本のコミュニティ施設の整備に関する
研究には，広田らによる「横浜市地区センタ
ー整備計画の変遷－コミ
計画に関する研究
画系論文集，
月），「給方式の異なる地域集会施設の施設内
オープンスペース率比較－公共建築のオー
プン化に関する基礎的研究３－」（日本建築
学会計画系論文集，
1998
る IT
備方法に関する研究
報告集，第
月），「コミュニティ施設の複合化事例にみる
共用スペー
を対象として─」（日本建築学会技術報告集，
第 29
あるが，新築による整備方法に留まっている。
 本研究では，これらの成果を基に，建物の
経済価値・利用価値の向上に寄与する再生方
法を大韓民国の再生事例より求め，日本のコ
ミュニティ施設整備手順との違いから，総合
的に高く評価される建物の再生方法と関連
法制度に対する提言を行うことを意図して
いる。
 
２．研究の目的
 本研究では，日本と大韓民国のコミュニテ
ィ施設整備方法の違いを意識し，公共建築再
生に関する問題点を体系的に捉えるための
試みを行う。明らかにしようとする事柄は次
の３点である。
⑴ 公共建築再生のプロセス：自治センター
の整備プロセスから，総合的に高く評価され
る建物の再生方法を整理する。
⑵ 公共建築再生に関わる関連法制度：自治
センターの再生プロセスにおいて，関連法規
の変更内容を整理する。
⑶ コミュニティ施設整備方法の違い：日本
と大韓民国における施設整備の違いから，短
期的コミュニティ施設整備と再編・更新の可
能性を探る。
 
３．研究の方法
⑴ 施設データシートの概要
  実態確認調査および分析には，データシー
ト（韓国行政自治部発行の「全国住民自治セ
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公共建築再生に関わる関連法制度：自治
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実態確認調査概要 
実態確認調査は，2008 年・
ソウル特別市，仁川広域市，

除き，釜山広域市を 2013 年
日，済州道を 2014 年 8 月
日，忠清北道を 2015 年 8月

。調査内容は，①施設管理者へ
のヒアリング調査，②室構成の実態確認，③
平面プランの把握，④写真撮影とする。
各調査地の位置関係を図
島北部に第一の都市である「
がある。韓国第２の都市である「
市」が南部に，ソウルの西側に隣接して密住

仁川広域市」が位置する。また，
ソウル近郊の疎住地として「
ら数十キロ離れた位置に「

調査対象都市のプロット図

ンター運営現状集Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」を筆者らによ
り翻訳したもの）を基礎資料として用いる。
データシートには，自治センター設置当初
の住所，対象人口，対象面積，延床面積，建
築年，自治センター総面積，自治センター開
所日，室構成などが記載されており，建築年
と自治センター開所日が一致する事例を設
置当初に新築で整備した「新築事例」，一致

をコンバージョンにより整備し
た「転用事例」としている。 

韓国の行政階層の
府の直轄にあたる広域自治体の「特別市」，

それぞれ抽出する。対
象事例は，調査協力が得られた，ソウル特別

事例，仁川広域市
事例，済州道 11 事，忠清
事例とする。 

年・2011 年に
ソウル特別市，仁川広域市，京畿道

年 8 月 25日〜
月 19 日〜8
月 24日〜8 月

。調査内容は，①施設管理者へ
のヒアリング調査，②室構成の実態確認，③
平面プランの把握，④写真撮影とする。
各調査地の位置関係を図 1に示す。韓国本
島北部に第一の都市である「1.ソウル特別市」
がある。韓国第２の都市である「2.釜山広域
市」が南部に，ソウルの西側に隣接して密住

仁川広域市」が位置する。また，
ソウル近郊の疎住地として「4.京畿道」，本
ら数十キロ離れた位置に「5. 済州道」，

調査対象都市のプロット図 

を筆者らによ
り翻訳したもの）を基礎資料として用いる。 
データシートには，自治センター設置当初
の住所，対象人口，対象面積，延床面積，建
築年，自治センター総面積，自治センター開
所日，室構成などが記載されており，建築年

致する事例を設
置当初に新築で整備した「新築事例」，一致

をコンバージョンにより整備し

国の行政階層の
府の直轄にあたる広域自治体の「特別市」，

それぞれ抽出する。対
ソウル特別

事例，仁川広域市
事，忠清

年に終え
京畿道を
日〜8 月
8 月 22
月 27 日

。調査内容は，①施設管理者へ
のヒアリング調査，②室構成の実態確認，③
平面プランの把握，④写真撮影とする。 

に示す。韓国本
ソウル特別市」
釜山広域

市」が南部に，ソウルの西側に隣接して密住
仁川広域市」が位置する。また，

京畿道」，本
済州道」， 

 



ソウルの遠隔地として京畿の南側に「６.忠
清北道」が位置する。 
 
４．研究成果 
⑴ 住民自治センターの概要 
 1999 年から 2002 年の３年間という短期間
で，全国 1759 館もの住民自治センターが一
斉に設置されている。その設置方法には，新
築による整備とコンバージョンによる整備
がある。新築による整備では，住民自治セン
ターに行政支所である邑

ウ

・面
ミョン

・洞
トン

事務所と
軍隊予備軍が常駐する室（以下，予備軍）が
併設し設置されている。コンバージョンによ
る整備では，邑・面・洞事務所と予備軍を縮
小して，余剰空間に住民自治センターを設置
している。 
 日本では，長期計画に基づき，公的な補助
金によって施設が新築される場合が多い。し
かし，施設の設置後を対象とする補助金は少
なく，予算的に大規模な改修を行うことが難
しくなる。そのため，地域の状況や住民要求
に応じて室機能を更新することが難しくな
る。 
 韓国では，短期間で施設網を整備したうえ，
利用状況に応じて施設の配置や室機能の更
新をおこなっている現状が確認されている。
初期段階としての施設配置はコスト的にも
行政負担が少ないため，住民要求に対応した
室機能の更新がおこなわれやすい状況にあ
る。 
 
⑵ 公的集会施設の更新に関わる法制度 
 韓国の建築法では，リモデリングを促進す
るための緩和規定がある。同法第８条ではリ
モデリングに待備する特例などが定められ
ており，特定の条件を緩和することができる。
また，建築法施工令第６条の３では幾つかの
条例が定められており，リモデリングしやす
い計画を設計の段階で行うように定められ
ている。また，ソウルを例にすると，更なる
リモデリングの緩和としてリモデリング活
性化対策案（表 1）がある。この案では，対
象地区年数・増築規模・増設階数・増築用途・
緩和基準項目・駐車場において，制度の大幅
な緩和がみられる。こうした，リモデリング
の活性化を目指す緩和規定は各自治体で制
定されている。 
 
表 1 ソウル市のリモデリング活性化対策案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 リモデリングの際には，建築物の大修繕
（増築・改善・再築に該当しない建築行為）

を行うことになる。韓国における，許可申請
が必要となる修繕内容と申請方法の緩和を
表 2に示す。緩和前では，表１項から５項に
示される修繕内容の際は，許可申請を行わな
ければならず，他６項から９項に示される軽
微な修繕の際は届け出のみでよいことにな
る。しかし，2009 年２月，建築物大修繕規制
緩和など国民の便宜を図る建築法施工令を
改定する案が国土海洋部建築企画課より検
討され，届け出のみで工事することを可能と
する「軽微な修繕」の対象範囲を拡大する案
が示された。その内容は，「３層以上，延べ
床面積 200 ㎡以上の建物の大修繕」の場合は
許可申請を必要とする従来の制度から，「主
要構造部の解体のない軽微な修繕」であれば
届け出のみでよいとするものへと変更にな
っている。 
 韓国の建築法では，日本の建築基準法と同
様に，建物の用途を変更する場合，建物の用
途変更施設群分類基準（表 3）の区分に従い，
許可申請又は届け出を行う必要がある。 
 異種用途へと転用する際は，区分に準じた
規定を満たしていなければリモデリングす
ることはできない。しかし，韓国では住民自
治センターを更新するために，リモデリング
の際に「異種用途への転用」として扱われず
に済む法改正が施されている。 
 洞事務所や軍隊予備軍は，当初表の基準の
６等級に分類されていた。韓国は 1999 年に
住民自治センターを整備するため，住民自治 
 
表 2 修繕内容に対応した申請方法の緩和 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 用途変更施設群分類基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4 用途変更施設群分類基準の変遷 
 
 
 
 
 
 
 
 



センターの区分を洞事務所と軍隊予備軍と
同じ「６等級・その他の施設群」の「近隣生
活施設」へと変更している。 
 建物の用途変更施設群分類基準の変遷を
前頁表 4 に示す。従来の 10 項の施設群を５
項の施設群に縮小し，避難構造基準の弱い施
設群から強い施設群へと変更する場合のみ
申請をおこなう必要があるが用途転用がし
易い制度となっている。 
 日本の建築基準法では，異種用途へと転用
する際に，既存不適格となり身動きが取れな
くなる場合があるが，韓国ではこのように異
種用途にならないように便宜上の法規制の
緩和を行っている。 
 
⑶ 各都市の施設更新実態 
 実態確認調査をおこなった全118事例で確
認された更新方法を，躯体段階まで解体し改
修する[Ⅰ.改修]，上層階への増築や平面を
拡大し増築をおこなう[Ⅱ.増築]，保有して
いる敷地に別棟を新築して必要面積を確保
する[Ⅲ.別棟増築]，2つ以上の施設を統合す
る[Ⅳ.統合]，施設を建替える[Ⅴ.建替]，分
洞し再編をおこなっている[Ⅵ.地域分合]の
6 項目に分類する。各都市の更新方法の類型
の内訳を表 5に示す。以下より，各都市でみ
られた類型上の特徴について考察する。 
 
＜ソウル特別市＞ 
 韓国第１の都市であり人口密度が高いソ
ウル特別市では，約４割の事例が該当する
[Ⅰ.改修]が特徴となっており，スケルトン
（躯体）を残しインフィル（間仕切り・設備
など）を再構築することで，人口の変動や住
民要求の変化に対応している。ソウルは，人
口密度が高く土地の需要が高いため，敷地を
確保することが困難であることから，[Ⅰ.改
修]の方法がとられていることと考えられる。 
 
＜釜山広域市＞ 
 韓国第２の都市であり，ソウルに次いで人
口密度が高い釜山広域市では，約６割の事例
が[Ⅳ.統合]により施設の統廃合を行い，施
設配置を再編している。統廃合する場合，洞
単位で 2施設や 3施設をひとつの施設に統合
している。廃止する建物は，他の公共施設に
再転用されるか，民間の企業に譲渡される。
いずれの場合も，コンバージョンにより更新
され再転用している。公共施設として再転用
される場合，就職支援，文化施設，託児施設，
図書館などにコンバージョンされている。施
設の統廃合は，対象人口の減少に伴ったもの
であり，１洞の対象人口が１万人から１万５
千人になるように再編している。また，一部
の人口増加の地域では，[Ⅱ.増築]や[Ⅴ.建
替]により増床し，施設プログラム数の増加
に対応している。 
 
＜仁川広域市＞ 
 ソウル特別市の近郊に位置し，比較的密住

地である仁川広域市は，[Ⅱ.増築]や[Ⅴ.建
替]により施設面積を増床している。約２割
の事例は[Ⅱ.増築]をおこない，最も密住地
の事例では建物の上層階や屋上への増築，敷
地面積に余裕がある事例では平面を拡大す
る増築がおこなわれている。仁川では，対象
人口の増加に伴う住民要求の増加が主な更
新要因である。 
 密住地であるソウル特別市の近郊に位置
する京畿道では，道の中でも比較的密住地で
ある市部と，疎住地である郡部で更新方法に
異なった傾向がみられるため，以下それぞれ
示す。 
 
＜京畿道・市部＞ 
 比較的密住地である京畿道の市部では，
[Ⅱ.増築]または[Ⅰ.改修]により施設を更
新している。約６割の事例が仁川と同様[Ⅱ.
増築]により施設を更新している。[Ⅰ.改修]
は，約３割の事例でおこなわれ，高齢者の利
用から，エレベーターやスロープを設置する
場合や，施設機能利用時の不便の改善の場合
に行われている。いずれの方法でも，住民要
求の増加・多様化に伴い施設面積の増床や多
機能化を目的としている。 
 
＜京畿道・郡部＞ 
 最も疎住地である京畿道の郡部では，約７
割の事例が該当する[Ⅲ.別棟増築]が特徴と
なっており，敷地面積に余裕があることから，
敷地内で別棟を増築することによって施設
更新をおこなっている。土地に余裕がある郊
外の特性となる更新方法である。 
 
＜済州道＞ 
 観光地であると伴に，特別法により独自の
施設更新がおこなわれていることが考えら
れる済州道では，コンバージョンによる更新
を特徴としていた他の都市の事例とは大き
く異なる。約４割の事例で[Ⅴ.建替]による
更新がおこなわれており，対象圏域を変更せ
ずに施設配置を変更している。施設の更新は，
2006 年から 2010 年に集中しており，2006 年
に施行された特別法により，済州島の社会的
環境が変化したことが大きな要因として示
唆される。特別法では，「済州特別自治道の
設置」と「国際都市の造成」が示され，別荘
地，観光地の整備と移民を受け入れ国際的な
都市を目指すことが述べられている。[Ⅴ.建
替]による施設の更新や施設数が増加してい
ることから，特別法の国際化，観光地化によ
り，人口の増加や財源が拡充していることが
推察できる。 
 
＜忠清北道＞ 
 ソウルから大きく離れ，内陸に位置する忠
清北道では，約３割の事例が[Ⅵ.地域分合]
により，分洞または洞を統合していることが
わかっている。忠清北道清州市役所のヒアリ
ングでは，施設更新や分洞をおこなう際の基



準について，表 7に示す韓国における施設整
備に関わる施設支援基準があることがわか
った。この基準は，施設規模，形態，空間の
構成といった建築的側面が主な内容になっ
ており，これらの基準を満たしていない施設
が更新の対象となる。この基準に対して，清
州市での施設整備は，「①分洞などの洞の再
編」，「②建設年が古いこと」，「③施設支援基
準による」，という順位により進められてい
る。したがって，忠清北道での施設の更新は，
施設基準（制度的側面）によらず，洞の再編
（地域的側面）や施設の老朽化（建築的側面）
に起因することがわかる。分洞をおこなう要
因は人口調整にあり，対象人口が１洞５万人
を基準に分洞している。 
 
⑷ 韓国にみる公共施設更新の特徴 
 韓国の住民自治センターの更新事例から，
公共施設整備方法に関して表5に示す知見が
得られた。 
ⅰ）人口密度が最も高い大都市では，躯体段
階まで建物を解体し建物を改修する「スケル
トン・インフィル」のような[Ⅰ.改修]の方
法がとられている。対象人口と住民要求の増
加・多様化による，室機能の大きな用途変
更・多目的化が必要になったことが更新要因
である。 
ⅱ）大都市近郊で人口密度が高い地域では，
[Ⅱ.増築]の方法がとられている。対象人口
の増加に伴う住民要求の増加が大きな要因
である。 
ⅲ）大都市近郊で人口密度が低い地域では，
[Ⅲ.別棟増築]の方法がとられている。住民
要求の増加が要因であるが，疎住地であるた
め敷地面積に余裕があることが起因してい
る。 
ⅳ）大都市に次ぐ人口密度が高い地域では，
[Ⅳ.統合]により施設の保有量を圧縮してい
る。また，廃止する施設において，他の公共
施設や民間の企業に譲渡しコンバージョン
されている。施設更新費の削減を目的として
いることが考えられるが，各地区で人口調整
をおこなっていることが示唆される。 
ⅴ）国際化および観光地が進められるなど，
ある特別な環境下におかれている地域では，
[Ⅴ.建替]の方法により，住民要求を賄える
だけの室機能や施設面積を補填している。対
象人口の増加による住民要求の過多と，財政
に余裕が生まれたことが要因である。 
ⅵ）大都市から大きく離れ，内陸に位置する
地域では，[Ⅵ.地域分合]により地域の再編
をおこなったうえで，建設年が古い施設では
更新がおこなわれている。分洞は，１洞５万
人を基準としており，人口調整を目的として
いることが考えられる。 
ⅶ）施設管理者へのヒアリングから，ソウル
特別市，釜山広域市において，それぞれ住民
自治センターの改修，統合をおこなう際に，
行政から助成金や補助金が給付されている。 
 

⑸ 日本の施設更新に対する選択手段 
 以上から，日本の公共施設整備に対する施
設更新の選択手段の提案として，以下にまと
める。 
① 密住地では，[Ⅰ・改修]，[Ⅱ.増築]。 
② 疎住地では，[Ⅲ.別棟増築]。 
 また，特別な事由による手段を以下にまと
める。 
③ 財政縮減の地域では，[Ⅳ.統合] 
④ 特別な方策で財源がある地域では，[Ⅴ.
建替] 
⑤ 人口調整が必要な地域では，[Ⅵ.地域分
合] 
 
⑹ 公共施設の再編整備に関わる課題 
 日本の法制度では，韓国のような「施設更
新を促進するための緩和規定」によって施設
更新を促すことは難しい。しかし，この先多
くの公共施設を短期間で整備するためには，
韓国にみる「申請手続きの緩和・簡素化」，「用
途転用の足枷となる規制の簡素化」など，法
制度を整備していくことも一つの方法であ
ると考える。 
 
表 5 施設更新における地域特性と更新方法 
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